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◎理　事　会

◎通常総代会

※理事・総代の皆様には予め日程調整をお願いいたします。詳細につきましては後日ご案内いたします。
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☆働きやすい職場環境づくり
を果「ͷࣾձత੹೚（ＣＳＲ）ۀا」　
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
ਓڭݖҭͷਪਐ」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
ʠ�͋ ͳͨʹ΋Ͱ͖Δɻ
　��ϥΠϑελΠϧͷݟ௚͠Ͱɺ
　　　̍ਓ̍೔̍LHͷ$0� ʡݮ࡟

　ターゲットの企業に対して、実際に取引のある企業になりすました電子メールを送信し、取引代金名
目に海外口座へ現金を振り込ませたり、自社の幹部や本社の幹部等になりすまして、買収資金の送金等
の名目で海外口座へ現金を振り込ませたりする、いわゆる「ビジネスメール詐欺」による被害が相次い
でいます。
　不正アクセス対策を徹底し、組織内外で情報共有するなどの被害防止対策を講じましょう。

お問い合わせ   長野県警察本部  生活安全部  生活環境課  サイバー犯罪対策室  TEL.026-233-0110

ビジネスメール詐欺にご注意ください！

平成30年度  長野県中小企業団体中央会
理事会・通常総代会開催のお知らせ

日時  平成30年４月24日（火）12時30分　 場所  長野市「ホテル信濃路」

日時  平成30年５月22日（火）14時00分　 場所  長野市「ホテルメトロポリタン長野」
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【長野県事業引継ぎ支援センターについて】
　経営者の高齢化が進み、長野県においては帝国データバンク（平成29年12月発表）によると60歳以上
の経営者が５割を超えており、後継者の不在率も全体で65％、売上高１億円未満では75％まで上昇して
います。その結果、全国と同様に長野県でも廃業の勢いが止まらない状況にあり、特に従業員５人以下
規模の事業の廃業が目立ちます。
　廃業となりますと従業員の雇用はもとより、技術、知的資産、経営ノウハウ、地域のネットワークな
どがことごとく消失してしまいますので、長野県経済、産業へ与える影響は計り知れないものがあります。
　長野県事業引継ぎ支援センターは平成26年２月に経済産業省から委託を受けて、中小企業の事業承継
を支援する公的相談窓口として公益財団法人長野県中小企業振興センター内に設置された組織です。中
小企業の持つ貴重な経営資源の喪失防止を目的に後継者不在などの事業承継に関する様々な課題解決を
支援し、長野県経済の活性化と発展に貢献することが役割と考えています。
　設立して４年が経過しましたが、年度別の相談件数、成約件数は平成26年度194件、４件、平成27年度
183件、８件、平成28年度222件、17件と年々増えてきました。しかしながら今年度は平成30年１月末時
点で243件、13件と相談件数は増加していますが成約件数は前年ペースで止まっています。
　その要因を分析すると第三者承継を検討している中小企業・小規模事業者の準備不足、支援機関の支
援体制・連携の強化といった課題が見えてきます。
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【ご相談の流れと支援方法について】
⾣ୈҰ࣍ରԠʢ૬ஊʣ
　○	相談申込書をFAXしていただきま
す（FAX番号お間違えないように）。

　○	当センターより電話にて相談日時を
打合せします。北信の企業様の相談
は当センター事務所にて、北信以外
は企業様へ出向きます。

　○	面談の上、社長様のご意向をお伺い
し、今後の対応方法等について、様々
な情報提供や判断材料の提供をさせ
ていただきます。

⾣ୈೋ࣍ରԠʢࢧԉʣ
　○	当センターの登録民間支援機関（Ｍ
＆Ａ支援会社）、マッチングコーディ
ネーター（税理士法人等）をご紹介
します。

　○	面談の上、支援を受ける民間支援機
関を決定します。

　○	民間支援機関と契約を締結し、相手
探し、交渉・契約など、Ｍ＆Ａの取
組みを開始します。

⾣ୈ࣍ࡾରԠʢ௚઀ࢧԉʣ
　〇	当センターへの譲受希望相談先を始
め全国の引継ぎ支援センターに寄せ
られたＭ＆Ａニーズの中からマッチ
ング支援を行います。

　〇	比較的小規模な事業者で後継者候補
を希望される場合は、長野県後継者バンクの登録者の中から相互に希望条件の合った人とのマッチ
ング支援を行います。

　〇成約に向けて、専門家と連携してサポート等を行います。
　〇役員・従業員承継の事業承継計画等の策定支援を行います。

　このように当センターは第三者承継だけを扱っているわけではなく、まずは親族内、そして役員・従
業員への承継を模索します。最後の手段が第三者承継です。後継者のいない経営者の悩みは深く、誰に
も相談できないでいるときに、「相ஊແྉ、ൿີݫक、ެ正中ཱ」の当センターのことを知り、あるいは
支援機関から紹介されて相談申込みをされたケースがほとんどです。「相ஊऀへのஸೡな対Ԡ」を一番の
基本方針にしていますので、お気軽に悩みをお話しいただければ気持ち的にも楽になるかもしれません。
　相談の結果、第三者承継の方針が決定すれば上記のとおりＭ＆Ａに進みますが、比較的小規模な事業
者で後継者そのものを探して事業を引継がせたい場合に、後継者バンクの登録者の中から相互に希望条
件が合致する人を紹介し、マッチング支援するしくみが次ページの図の長野県後継者バンクです。零細
企業、個人事業だからと事業承継を諦めないで相談をお申込みください。

ʕ ஍ํ૑ੜ͸࿈ܞʹΑΔ஍ҬྗΞοϓͱྗڧͳ発信 ʕ

年齢 性別

歳 男 ・ 女

※以下の記入欄にご記入のうえ、上記のあて先にお送りください。
受付後、「◎希望する連絡先」宛に担当者よりお電話いたします。

●ご提出いただいた個人情報は、法令の定めのある場合やご本人が同意している場合を除き、目的外利用することやご紹介いただいた団体以外の第
三者に提供することはありません。

FAX（　　　　）　　　　-

相談者氏名

事業所の所在地

事業所の電話・FAX 電話（　　　　）　　　　-

（ふりがな）

事業について

（ふりがな）

代表者氏名

（ふりがな）

◎希望する連絡先

代表者との
続柄

（注意!!）引継ぎの件で、ご連絡して良いものを記入してください。

        電話番号　（　　　　　）　　　　　-

事業引継ぎ相談申込書
長野県事業引継ぎ支援センター　行き

〒　　　　　―

郵便番号

事業内容・取扱い品目設立年月

年　　　　　　月

業種

従業員数 資本金または出資金

人（うちパート　　　人） 万円

事業所名

（ふりがな）

【郵送の場合】〒380-0936 長野市中御所岡田131-10 長野県中小企業会館３階 長野県事業引継ぎ支援センター 行き

FAX番号：026-219-3826

【メールの場合】hikitsugi@icon-nagano.or.jp

送付あて先

←
至
善
光
寺

↓至長野インター

至須坂→

■バス

ターミナルJAながの会館■

長野放送■

■

ホテル信濃路

八十二文化財団

■

■八十二銀行

■GS

寺

■

もんぜん

ぷら座■

■トイーゴ県庁■

■

長野中央郵便局

中御所北

岡田町南

←至松本

末広町

岡田町

県庁前

新田町

北石堂 かるかや山前

長野駅前

南千歳町

長野駅南

中御所

長野県事業引継ぎ支援センター

（長野県中小企業会館3階）

東
急
■
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【成約の内容と最近の事例】
　４年間の成約状況は下表のとおりです。第三者承継だけを掲載してありますが、運送業を除いてあら
ゆる業種にわたっていることがわかります（運送業は譲受先にはあります）。42件のうち形態として株式
譲渡、事業譲渡がＭ＆Ａによるもので、後は従業員承継８件と後継者バンクの３件（いずれも宿泊業で
引継ぎ者は首都圏出身者）となっています。
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（１）26年度成約（４件）	 ①建設業	 株式譲渡	 ③小売業	 従業員承継
	 ②飲食業	 事業譲渡	 ④宿泊業	 事業譲渡
（２）27年度成約（８件）	 ①小売業	 結果親族内	 ⑤小売業	 株式譲渡
	 ②自動車整備業	 従業員承継	 ⑥飲食業	 第三者承継
	 ③製造業（廃業予定）	 事業譲渡	 ⑦飲食業	 事業譲渡
	 ④サービス業	 事業譲渡	 ⑧自動車整備業	 従業員承継	
（３）28年度成約	（17件）	 ①飲食業	 株式譲渡	 ⑩宿泊業	 事業譲渡（バンク）
	 ②食品製造販売業	 従業員承継	 ⑪食品製造販売業	 株式譲渡
	 ③宿泊業	 事業譲渡（バンク）	 ⑫製造販売業	 株式譲渡
	 ④貸衣装業	 株式譲渡	 ⑬介護事業		 株式譲渡
	 ⑤塗装業	 従業員承継	 ⑭自動車販売修理業	 株式譲渡
	 ⑥不動産賃貸業	 株式譲渡	 ⑮機械製造業	 従業員承継
	 ⑦宿泊業	 従業員承継	 ⑯金属加工業	 株式譲渡
	 ⑧金属加工業	 株式譲渡	 ⑰自動車用品販売業	 従業員承継
	 ⑨卸売業（廃業予定）	 事業譲渡
（４）29年度成約（13件）	 ①宿泊業	 株式譲渡	 ⑧宿泊業	 株式譲渡
	 ②機械修理・販売業	 株式譲渡	 ⑨自動車販売修理業	 株式譲渡
	 ③管工事業	 株式譲渡	 ⑩電子部品製造業	 株式譲渡
	 ④宿泊業	 事業譲渡（バンク）	 ⑪農機具修理販売業	 株式譲渡
	 ⑤電子部品製造業	 事業譲渡	 ⑫青果卸業	 株式譲渡
	 ⑥宿泊業	 株式譲渡	 ⑬食料品卸	 株式譲渡
	 ⑦酒造業	 株式譲渡	
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　後継者不在の老舗酒造会社を販売力のある企業が引き継いだ事例をご紹介します。

【事業承継の課題と支援体制】
　冒頭の後継者不在率が高い要因として、事業承継を検討している企業、事業が引継ぎたくなるような
魅力ある状態に未だ至っていないことにもあるかと推察しています。当センターへの譲渡相談の多くは
小規模企業、個人事業であり、何かしらの課題を抱えているケースがほとんどです。
　金融機関または役員からの借入金が過剰であったり、年々売上が減少し恒常的な赤字体質といった財
務的課題、あるいは権限委譲をしてこない、若い人の採用や設備維持投資を抑えてきたなど、事業体制
そのものが脆弱な状態では短期間での事業承継は難しいと言わざるを得ません。
　親族内・従業員承継であれば、５～10年の事業承継計画に経営改善計画も落とし込み着実に実行して
いく手段がありますが、Ｍ＆Ａではまず譲受希望者の手が挙がりません。
　事業引継ぎ支援センターは現在47都道府県に全てありますが、引継ぎ先を探す目的で譲受（買収）相
談も積極的に受けています。以前は譲受目的の多くが商圏拡大、周辺事業・異業種参入でしたが、ここ
１年は圧倒的に技術・人材の確保となっています。即ち引継ぐ企業へ出せるのは新経営者１人が精一杯
なため、事業体制がしっかりとれていることが最優先ニーズとなっています。
　したがって円滑な事業承継を実現していくには、次ページの図のように事業承継ガイドラインで示さ

ʕ ஍ํ૑ੜ͸࿈ܞʹΑΔ஍ҬྗΞοϓͱྗڧͳ発信 ʕ

　大町市にある市野屋商店は「金襴黒部」で知られる150年老舗酒蔵で明治時代の母屋
と蔵で酒造りを続けてきたが、後継者がいないことから取引金融機関の紹介で長野県事
業引継ぎ支援センターへの相談となった。
　大町市内三蔵で観光の一翼を担っている「三蔵呑み歩き」を途絶えさせる訳にいかな
いこと、歴史的価値がある母屋と蔵を、酒造りとともに後世に残したいとの思いから、
建物は創業者一族に残し、製造部門だけを第三者に託することを決断した。
　一方、当センターに譲受相談をしていたかぶちゃん農園は、飯田市で市田柿の干し柿
製造販売を主力に急成長している企業で地産品の品揃えを図っている。最近では発酵食
品の需要に着目し、ヨーグルトなどの新規事業にも力を入れてきた。全国にユーザーを
有する販売力を背景に、市野屋ブランドの日本酒と甘酒の拡販に自信が持てたことで株
式譲渡による子会社化が実現した。従業員全員雇用と元社長は相談役についた。
　かぶちゃん農園は「市野屋商店150年の文化と歴史を守りたい」とし銘柄や屋号は変
更しない。また、元社長所有の歴史ある建物をそのまま使い続けることで、大町市の観
光コースなど地域貢献も果たしていきたいとしている。

　かぶちゃん農園様からは次のようなお言葉を寄せていただきました。
　「信州の〈食〉を全国に届けるのが当社の使命と考えていますので、その〈食〉の仕
入先を確保することが喫緊の課題となっています。特に地域に根ざした食品製造業が後
継者不在などで廃業している現状に危機感を覚えています。発酵食品を中心に幾つか事
業を引継いでいますが、今般ご紹介いただいた事業引継ぎ支援センターには感謝してい
ます。さらに発展させるべく全力で取組んでまいります。」

Ҿऀܧͷݴ༿

ɹɹҢܦ
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れた５つのステップが大切であり、特に「準備の必要性の認識」、「経営改善、磨き上げ」が重要となります。
　一方、支援体制については中小企業庁の事業承継５ヵ年計画（平成29年７月発表）において県単位の
事業承継支援ネットワーク構築を推奨しており、長野県も検討しているところです。
　当センターは設立当初から県内金融機関、商工会議所、商工会、中小企業団体中央会、県信用保証協
会の構成による金融機関等連絡会を通じて連携を図り、同じ長野県中小企業振興センターの中小企業再
生支援協議会、よろず支援拠点と一緒に中小企業支援の活動を行っていますが、支援機関連携の輪がさ
らに広がっていくことを期待しています。

○	後継者難は単独の企業だけではなく、地域全
体にとって大きな課題です。
○	事業承継で困ったら難しいことを考える前に
「事業引継ぎ支援センター」に相談しましょう。
（秘密厳守・相談無料）
○	当センターではできる限りのご支援をさせて
いただきますが、事業承継問題は早めの相談
がより有効です。

◎	相談申込書は、以下のURLからダウンロード
できます。
　長野県事業引ࢧ͗ܧԉセンター63-
　 IUUQ���XXX�JDPO�OBHBOP�PS�KQ�DNT�NPEVMFT�

DPOUFOUT�QBHF�000�4�IUNM
※ご相談の流れをもう一度確認してください。

ಛू̍　தখۀاͷۀࣄঝࢧܧԉʹ͍ͭͯ

ެӹࡒ団๏人長野県中小企業振ڵセンター
長野県事業引ࢧ͗ܧԉセンター  
౷ׅ੹೚ऀ　ശࢁ　३Ұ

εςοϓ͚ͨ޲ʹܧঝۀࣄ

中小企業庁「事業承継ガイドライン」より

年齢 性別

歳 男 ・ 女

※以下の記入欄にご記入のうえ、上記のあて先にお送りください。
受付後、「◎希望する連絡先」宛に担当者よりお電話いたします。

●ご提出いただいた個人情報は、法令の定めのある場合やご本人が同意している場合を除き、目的外利用することやご紹介いただいた団体以外の第
三者に提供することはありません。

FAX（　　　　）　　　　-

相談者氏名

事業所の所在地

事業所の電話・FAX 電話（　　　　）　　　　-

（ふりがな）

事業について

（ふりがな）

代表者氏名

（ふりがな）

◎希望する連絡先

代表者との
続柄

（注意!!）引継ぎの件で、ご連絡して良いものを記入してください。

        電話番号　（　　　　　）　　　　　-

事業引継ぎ相談申込書
長野県事業引継ぎ支援センター　行き

〒　　　　　―

郵便番号

事業内容・取扱い品目設立年月

年　　　　　　月

業種

従業員数 資本金または出資金

人（うちパート　　　人） 万円

事業所名

（ふりがな）

【郵送の場合】〒380-0936 長野市中御所岡田131-10 長野県中小企業会館３階 長野県事業引継ぎ支援センター 行き

FAX番号：026-219-3826

【メールの場合】hikitsugi@icon-nagano.or.jp

送付あて先

←
至
善
光
寺

↓至長野インター

至須坂→

■バス

ターミナルJAながの会館■

長野放送■

■

ホテル信濃路

八十二文化財団

■

■八十二銀行

■GS

寺

■

もんぜん

ぷら座■

■トイーゴ県庁■

■

長野中央郵便局

中御所北

岡田町南

←至松本

末広町

岡田町

県庁前

新田町

北石堂 かるかや山前

長野駅前

南千歳町

長野駅南

中御所

長野県事業引継ぎ支援センター

（長野県中小企業会館3階）

東
急
■

年齢 性別

歳 男 ・ 女

※以下の記入欄にご記入のうえ、上記のあて先にお送りください。
受付後、「◎希望する連絡先」宛に担当者よりお電話いたします。

●ご提出いただいた個人情報は、法令の定めのある場合やご本人が同意している場合を除き、目的外利用することやご紹介いただいた団体以外の第
三者に提供することはありません。

FAX（　　　　）　　　　-

相談者氏名

事業所の所在地

事業所の電話・FAX 電話（　　　　）　　　　-

（ふりがな）

事業について

（ふりがな）

代表者氏名

（ふりがな）

◎希望する連絡先

代表者との
続柄

（注意!!）引継ぎの件で、ご連絡して良いものを記入してください。

        電話番号　（　　　　　）　　　　　-

事業引継ぎ相談申込書
長野県事業引継ぎ支援センター　行き

〒　　　　　―

郵便番号

事業内容・取扱い品目設立年月

年　　　　　　月

業種

従業員数 資本金または出資金

人（うちパート　　　人） 万円

事業所名

（ふりがな）

【郵送の場合】〒380-0936 長野市中御所岡田131-10 長野県中小企業会館３階 長野県事業引継ぎ支援センター 行き

FAX番号：026-219-3826

【メールの場合】hikitsugi@icon-nagano.or.jp

送付あて先

←
至
善
光
寺

↓至長野インター

至須坂→

■バス

ターミナルJAながの会館■

長野放送■

■

ホテル信濃路

八十二文化財団

■

■八十二銀行

■GS

もんぜん

ぷら座■

■トイーゴ県庁■

■

長野中央郵便局

中御所北

岡田町南

←至松本

末広町

岡田町

県庁前

新田町

北石堂 かるかや山前

長野駅前

南千歳町

長野駅南

中御所

長野県事業引継ぎ支援センター

（長野県中小企業会館3階）

東
急
■

ϝッηʔδʹޙ࠷
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　企業組合は、中小企業等協同組合法に基づく組合組織の一つです。事業者、勤
労者、主婦、学生などの個人の方々（４人以上）が組合員となって、互いに資本
と労働を持ち寄り、自らの働く場を創造する組織です。

　組合自体が一つの事業体となり、組合員それぞれの有する技術・技能やアイデアを活かした事業を会
社と同じように実施することができます。いわば、個人が集まって創業し、自らの安定した就業の場を
創り出すことを目的とした制度です。

　組合員個人の出資による協同組合法人で、組合員の過半数が実際に事業活動に従事し、出資金額にか
かわらず、一人１票の議決権をもつなど、資本よりも人的つながりを重視した共同事業の性格を強くもっ
ています。
　会社のように一体の事業経営をする場合や、個人事業の集合体として分散型の経営をする場合など様々
な形態が可能です。

　本会では、企業組合等での創業を支援しています。制度の概要から定款（※3）の作成等、丁寧にご説明い
たしますので、ぜひご相談ください。

★用語解説★
※1 組　合　員：組合に出資している個人
※2 特定組合員：組合に出資している株式会社等の法人や任意グループ
※3 定　　　款： 組合の目的や事業内容などを定めた組合を運営する上でのルール。定款に反する事業運営はできません。

ಛू̎　ۀا૊߹੍౓ͷ͝঺հ

企業組合設立のポイント
１．４人以上の個人がそれぞれのもつ資本と労働を持ち寄って設立します。
２．経営資源は、組合員（※１）がもつ経験や技能です。
３．民主的な運営を基本とし、労働条件等は組合員自ら決定します。
４．組合員の１/２以上は、組合事業に従事することが必要です。
５．組合で働く全従業員の１/３以上は組合員であることが必要です。
６．特定組合員（※２）数は全体の１/４以下、出資総額では１/２未満であることが必要です。

企業組合のメリット
・登録免許税や印紙税が非課税になるなど、税制上の優遇措置が適用されます。
・有限責任制度が適用されるため、組合の債務弁済は出資額を限度とします。
・組合運営に対する発言権は出資金額にかかわらず、平等です。
・営利追求が可能です。
・事業に従事する組合員には、勤労者として社会保険や労働保険への加入ができます。

੍౓ͷ໨త

ɹ૊合૊৫ͷҰͭʹʮۀا૊合ʯͱい͏૊৫ܗଶ͕͋Δ͜ͱΛ͝ଘ஌Ͱ͠ΐ͏͔ɻۀا૊合͸ɺ
૊合੍౓Λ活༻ͯ͠ɺ೤ҙۀاΔ੍౓Ͱ͢ɻ͢ݱΛ࣮ݙߩΛԠԉ͠ɺ஍Ҭɾࣾձ΁ͷۀਓͷ૑ݸ
΍ೳྗΛ活͔ͯ͠Έ·せΜ͔ɻ

૊߹੍౓ͷ͝঺հ特集２ۀا
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ಛू̎　ۀا૊߹੍౓ͷ͝঺հ

　地元の農産物を利用した加工品を村内の道の駅で提
供したいという思いから、村役場の協力のもと農産物
加工施設「農の花」を発足しました。平成17年に直売
所の横で加工施設を稼働し、平成23年には企業組合と
して法人化しました。
　法人化後は順調に業績を伸ばし、村内で生活する女
性の就業場所にもなっています。
　地域の伝統食「おやき」や「梅漬け」をはじめ、コロッ
ケ等の総菜など地元で収穫される旬の農産物を主体と
した「農の花」で手作りされる加工品には地元住民の

ファンも多く、往来する観光客からも好評を得ています。

　平成12年に任意団体として「山仕事創造舎」を設立
したことを原点に、当初は４人で個々の労力と道具を
持ち寄る形でスタートしました。里山民有林の間伐材
生産を中心とした事業を行い、２年後の平成14年に、
企業組合として法人化しました。
　民有林の間伐材生産から、国有林の生産請負、特殊
伐採、主伐後の植林にも取り組んでいます。
　近年は、大町市の八坂三原の林内で、森の恵みや豊
かさ、楽しさを体感できる催しとして「山創森のまつ
り」を開催し、林業や木材への理解を深めてもらう取
り組みを積極的に行っています。

૊合೶ͷՖۀا
住　　 所 長野県上水内郡小川村大字高府2413番地１

電 話 番 号 026-269-3170 U R L ―

設立年月日 平成23年５月16日 理 事 長 金木　政子

組 合 員 数 27名 出 資 金 額 1,350,000円

事 業 内 容 農産物加工品の製造・販売

૑଄ࣷࣄ࢓ࢁ૊合ۀا
住　　 所 長野県大町市八坂11054番地

電 話 番 号 0261-85-0940 U R L http://www.yamashigoto.com

設立年月日 平成14年４月16日 理 事 長 香山　由人

組 合 員 数 20名 出 資 金 額 32,900,000円

事 業 内 容 育林、素材生産、薪炭製造、支障木伐採、森林・林業コンサルティング等

県಺֎ͷۀا૊合Λ͝঺հ͠·͢ɻ
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ʕ ஍ํ૑ੜ͸࿈ܞʹΑΔ஍ҬྗΞοϓͱྗڧͳ発信 ʕ

　平成15年、障害者の「社会の中での自立」を目指し、
企業組合を設立しました。現在は、「農産事業」、「リネン
事業」、「オンデマンド事業」の３つを柱に事業運営を行っ
ています。
　中でもリネン事業部と農産事業部は、障害者自立支援
法による障害者就労継続支援A型事業所の認定を受け、障
害者への就業場所を提供しています。
　また、企業組合という組織形態は、「雇われている」と
いう感覚ではなく、「自分たちが経営に参加して商売をし
ている」という意識が日ごろの業務へのモチベーション

となり、これが一般企業と遜色ない高品質な製品を提供できる原動力となっています。

　容器包装廃棄物や食品ロスの削減に貢献したいという
思いから、平成21年に「マイボックス」の企画から普及
までを目的として設立されました。
　家庭ゴミとして捨てられる一般廃棄物の約60％はテイ
クアウト等での包装容器が占めています。洗って繰り返
し使うことができる折りたたみ式食品容器の「マイボッ
クス」を活用することで、家庭ゴミを削減することが可
能です。また、「マイボックス」の素材は耐久性に優れた
ポリプロピレンを使用しているため、電子レンジでの加
熱や食洗機での使用にも耐えられます。

　環境負荷の軽減を目指し、今後も精力的に普及活動を行っていきます。

๪イイμ޻૊合Ξοϓϧۀا
住　　 所 長野県飯田市座光寺1351番地2

電 話 番 号 0265-56-1155 U R L http://www.apple-studio.or.jp

設 立 年 月 平成15年12月 理 事 長 今村　忠弘

組 合 員 数 40名 出 資 金 額 400,000円

事 業 内 容 クリーニング・リネンサプライ、農産物生産・販売、オンデマンド印刷

ϚイϘοΫεීۀاٴ૊合
住　　 所 埼玉県久喜市久喜東2-5-29

電 話 番 号 0480-29-2716 U R L http://www.mybox-project.com/

設 立 年 月 平成21年４月 理 事 長 栗林　秀之

組 合 員 数 14名 出 資 金 額 3,970,000円

事 業 内 容 マイボックスの企画・開発・製造販売・普及

県֎
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中 央 会 シ ョ ンイ ン フ ォ メ ー

ୈ��ճ௕໺ݝ఻౷ܳ޻඼ల
ʙू݁ʂ৴भͷ఻౷ܳ޻඼ʙ�Λ։͠࠵·ͨ͠

　第33回となる長野県伝統工芸品展が1月24日～１月30日の７日間、松本市の井上百貨店にて開催され、
2,000名を超える大勢のお客様が来場し、県内で受け継がれる伝統工芸品に親しみました。県内全域の伝統
工芸品が一堂に会し、職人と直に触れ合う数少ない機会とあって会場は大いににぎわいました。

　会期中の平日には、井上百貨店近隣の小学校３校から３年生～５年生までの250名余りがクラスご
とに来場し、飯山仏壇の金箔押しメダル作り、内山紙の紙すき、藍型染めの体験を行いました。
　内山紙の紙すき体験では、飯山に伝わる内山紙の歴史や和紙が出来上がるまでの工程をDVDで学
んだ後、内山紙の原料である楮

こうぞ

を溶かし込んだ紙漉き槽で、はがきの紙すきを体験しました。初めて
和紙の原料に触れた子供たちは、口をそろえて「楽しかった」「また紙すきをしてみたい」と話していま
した。

小学生の体験授業
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　この他にも、職人が皆さんの疑問にお答えする質問コーナーの開設や、お買い上げいただいた方を対象に
したお楽しみ抽選会など様々な企画が催されました。来場者は職人とのやり取りの中で、作品に込められた
思いや苦労話に耳を傾けていました。
　会期中はたくさんの方にご来場いただき、ありがとうございました。

　1月27日の午後には、新企画の「日常生活における伝統工芸品との上手なつきあい方をご紹介します」
を開催しました。木曽漆器、松代焼、信州紬、松本家具、信州竹細工の職人等から、製品が出来上が
るまでの工程や家庭での使用・保管する上での注意点などの説明に、参加者は熱心に耳を傾け、質問
を投げかけていました。

「日常生活での工芸品との付き合い方」紹介

　会期中は、来場者が伝統工芸品の製作体験ができるワークショップを開催しました。信州紬の手織
機でのコースター織りや長野県農民美術の楊子立、信州手描き友禅のハンカチの手描き・型染め、白
樺工芸品のサワグルミのスプーン彫りなど、体験できるメニューは10種類にも及びました。
　実際に製作してみると、作品を作り上げる際の力加減やデザインなど、自分の思い描くように作る
難しさを体験しながらも、自分だけのオリジナル作品を作ることに子供だけでなく大人も熱中してい
ました。
　また、土日は小学生のワークショップ体験が無料であったため、会場は多くの家族連れでにぎわい
ました。

ワークショップ　～オリジナル作品を創ろう～
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΋ͷͮ͘Γதখۀاɾখن໛࡞ࢼऀۀࣄ։ൃ౳ࢧԉۀࣄʢϑΥϩーΞοϓۀࣄʣ

࠵0঎ஊձΛ։/")"/࠲ۜ
　平成24年度補正事業から平成27年度補正事業によるものづ
くり補助金に対するフォローアップ事業として、「信州の発酵
食品」をテーマに「銀座NAGANO～しあわせ信州シェアスペー
ス～」にて、１月25日・26日の２日間にわたり商談会を開催
しました。
　出展者公募決定の後、昨年11月２日（木）には商談会の成果
を上げることを目的に「模擬商談（ロールプレイ）」等の研修会
を開催しました。更に商談会ガイドブックに掲載する商品案
内である「FCPシート」作成についても個別指導を実施し、商
談会に備えました。
　バイヤーの皆様へは、カシヨ株式会社様及び日本食料新聞
社様のご協力により開催を告知し、来場を依頼しました。

݄̍��೔ʢ໦ʣ
ʮશࠃ༗਺ͷ໏ৢ஍ɹ৴भͷञɾϫイϯʯ
　出展者　日本酒６社、ワイン１社
　来店バイヤー　16社　　ゲスト他５名
　個別商談会　13回

݄̍��೔ʢۚʣ
ʮ݈߁௕ण೔ຊҰݝͷൃ߬৯඼ʯ
　出展者　漬物、味噌、生ハム等６社
　来店バイヤー　26社　　ゲスト他５名
　個別商談会　16回

　前日までの大雪による影響も心配されましたが、当日は多くのバイヤーの皆様にご来場
いただき、会場は熱気にあふれました。また、個別商談会ではバイヤーの方と１対１によ
る商談を実施しました。出展者から具体的な商談に結び付きそうである旨の報告もあり、
今後の成果が期待されます。

長野県中小企業団体中央会
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食
品

公式ガイドブック
ςーϚ

໦ ۚ
12：00～17：00

若林醸造 株式会社

Ｌａｂｒｅ Ｓａｋｅ　ラブレ酒

主 原 料 産 地
（漁 獲 場 所 等）

J A N コ ー ド
（13桁もしくは8桁）

最大・最小ケース納品単位
（◎ケース／日　など単位も記載）

提 供 可 能 時 期 通年 6か月 なし

平成28年度 90百万円

代表取締役社長　若林 文夫

社員４名・パート4名

長野県 4518941000325

常温

無し

200ml

20

1週間

1c/s最大 最小

賞味
期限

税抜

消費
期限賞味期限/消費期限

希 望 小 売 価 格

保 存 温 度 帯

販売エリアの制限

ケースサイズ（重量）

内 容 量

発注リードタイム

1ケースあたり入数

商 品 名

■ 商品特性と取引条件

年 間 売 上 高 従 業 員 数

wakasake@tmt.ne.jpwakasake.wix.com/wakasake

〒386-1325　長野県上田市中野466

〒386-1325　長野県上田市中野466

0268-38-2626 0268-38-0225

E  -  m  a  i  l

F  A  X

■ 出展企業紹介

代 表 者 氏 名

ホ ー ム ペ ー ジ

会 社 所 在 地

工 場 所 在 地

T  E  L

メ ッ セ ー ジ

タ ー ゲ ッ ト

利 用 シ ー ン
（利用方法・おすすめレシピ等）

売 り 先

お 客 様
（性別・年齢層など） 若年層、女性を主体にアルコールが不得意な方へ

女子会、お酒の会、ホームパーティーなどのお供に。日本酒、甘酒の好きな方へのギフトに。

清酒製造・販売を主体とし、近年は甘酒も通年で製造・販売しております。原材料
を全て長野県産にこだわり、地元産の果物を入れた甘酒製造や、ジュースの加工も
行いながら、新商品の開発にも取り組んでおります。

商 品 特 徴
甘酒にアルコールを感じる、低アルコール清酒です。醸造の過程で植物性の乳酸菌を添加し発酵させているため、爽やかな酸味
と数％のアルコールを感じる、新感覚のアルコール飲料です。

□外食　□中食  □商社・卸売  □メーカー  □スーパーマーケット　□百貨店　□その他小売  
□ホテル・宴会・レジャー  □その他（　　　　　    　 ） （□業務用対応可能  □ギフト対応可能 ）

出 展 企 業 名

■ 製造工程（農林水産品の場合は生産工程等）アピールポイント

¥800
税込

税率 8%

×縦（cm） 横（cm） 重量（kg）×高さ（cm）

●原材料を長野県産　美山錦に限定し、雑味をなくすため59％
まで精白したものを使用しています。

●通常清酒を造る工程で必ず乳酸は添加するのですが、私たちは
植物性乳酸菌を使用し、さらに菌を培養し生きた状態で使用
しているため、生モト造りに近い清酒製造になります。（生モ
ト造り…自然の力を借りた、昔ながらの製造方法。自然の中で
生きている乳酸菌をとりこんで生育させ、乳酸菌に糖を食べさ
せて乳酸を造る点が特徴。近年注目されている製法です。）

●新商品かつ、類似商品が他にない点、アルコールが苦手な方でも飲みやすい、爽やかな酸味と甘みのある味が特徴です。
●通常の清酒よりもかなり製造日数が短く、通年製造可能です。
●殺菌処理をするため、常温流通可能です。
●発酵食品・乳酸菌飲料のため、適量であれば体にも良いです。

7

信濃ワイン 株式会社

びん内二次発酵スパークリングワイン　赤

主 原 料 産 地
（漁 獲 場 所 等）

J A N コ ー ド
（13桁もしくは8桁）

最大・最小ケース納品単位
（◎ケース／日　など単位も記載）

最もおいしい時期 通年通して －

平成28年度 230百万円

代表取締役　塩原 悟文

平成29年4月現在 17名

塩尻市 4980897009583

常温

無し

720ml

12本

２～３日

2ケース（混載） 38.5×縦（cm）
29.0
横（cm）

20.2
重量（kg）×34.0

高さ（cm）

¥3,248

最大 最小

賞味
期限

税抜
税込

税率 8%

消費
期限賞味期限/消費期限

希 望 小 売 価 格

保 存 温 度 帯

販売エリアの制限

ケースサイズ（重量）

内 容 量

発注リードタイム

1ケースあたり入数

商 品 名

■ 商品特性と取引条件

年 間 売 上 高 従 業 員 数

info@sinanowine.co.jphttp://www.sinanowine.co.jp

〒399-6462　塩尻市大字洗馬783番地

〒399-6462　塩尻市大字洗馬648-1 他５筆

0263-52-2581 0263-52-2582

E  -  m  a  i  l

F  A  X

■ 出展企業紹介

代 表 者 氏 名

ホ ー ム ペ ー ジ

会 社 所 在 地

工 場 所 在 地

T  E  L

メ ッ セ ー ジ

タ ー ゲ ッ ト

利 用 シ ー ン
（利用方法・おすすめレシピ等）

売 り 先

お 客 様
（性別・年齢層など） 二十歳以上の男女

家のみ、外食、記念品、贈答品

信州桔梗ヶ原の気候風土が育んだ個性豊かな大地の恵み「信濃ワイン」は父子三代
に受継がれた本物の味を求めてワインづくりにかける熱き思いがワイン1本1本に
込められています。

商 品 特 徴 はじける泡立ち、華やかな香り立つ、爽快な口当たり、軽快なタンニンと程よい酸味のさっぱり辛口赤

□フードサービス  □商社・卸売  □メーカー  □小売  □ホテル・宴会・レジャー  □その他（レストラン、居酒屋、カタログ、ネット通販）

出 展 企 業 名

■ 製造工程（農林水産品の場合は生産工程等）アピールポイント

ぶどう
収穫 持 込

瓶詰
・打栓

びん内
発酵

開栓・
澱引き 分 析 コルク打栓・

ワイヤー巻き 貯 蔵 検 品 包 装 出 荷補 糖

選 別 除梗
・破砕

果汁
分析

酵母
投入

醗酵
管理 櫂入れ 醗酵

終了
搾汁
プレス ろ 過

びん口を下にして
静置・貯蔵

8

FCPシート作成例

当日配布したガイドブック

熱気にあふれるフリー商談  １対１で行う個別商談会
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Ӭ೥ۈଓ༏ྑैۀһදজ式͕ߦΘΕ·ͨ͠
��ʙদຊ৯ಊڠۀࣄಉ૊߹ʙ

　２月５日、松本市「アルピコプラザホテル」にて、松本食堂事業協同組合の新年会に合わせ
て永年勤続優良従業員表彰式が行われました。これは、同組合が毎年開催しているもので、
今年は組合加盟店で５年～30年働いている男女38名を表彰しました。
　同組合は、昭和22年に食堂等を営む方の任意組織として発足した「松本食堂組合」を前身
に、平成13年には事業協同組合として法人化しました。様々な組合事業を展開する中で、永

年勤続の表彰式を開催することは、従業員の多年
にわたる活躍を称えるとともに、従業員の働く意
欲の向上を促しています。
　表彰状を手渡した出井理事長は、「長年お勤め
いただいた方は、店舗だけでなく、松本の宝です。
本当にありがたい存在」と感謝の言葉を述べられ
ました。永年勤続30年表彰を受けた「うなぎ割烹	
桜屋」の稲垣勉氏は「表彰を励みにさらに研鑽を重
ね、業界の発展に貢献していきたい」と今後の抱
負を話されました。

௕໺ܦݝӦ඼࣭ਪਐϑΥʔϥϜʵ����೥౓೥࣍େձʵ
දজ式ٴͼड৆૊৫ใࠂձ͕։͞࠵Ε·ͨ͠

��ʙ௕໺ܦݝӦ඼࣭ٞڠձʙ
　２月８日、長野市「ホテルメト
ロポリタン長野」にて、長野県内
の企業経営者で構成されている
長野県経営品質協議会（事務局：
長野県中小企業団体中央会）が主
催する「長野県経営品質推進
フォーラム」が開催され、会員（構
成員）や一般参加者らおよそ70名
が出席しました。フォーラムで
は、長野県経営品質賞の表彰式及
び受賞組織報告会が行われ、チャ
レンジ賞に石田建設株式会社（駒ヶ根市）が受賞されました。建設業が長野県経営品質賞へ申
請するのは初めてであり、経営革新のために取り組まれた経営品質向上プログラムが高く評
価されました。表彰後は、受賞組織の報告会と昨年長野県知事賞を受賞した株式会社クア・
アンド・ホテル信州健康ランドの実践事例報告や企業における経営品質活動の優位性につい
て基調講演が行われ、盛況のうちに終了しました。
　長野県経営品質協議会では、今回のフォーラム等を通じて、優良企業の事例（ベストプラ
クティス）を広めながら、長野県内の活力ある組織や企業の育成指導、経営革新を望む組織
や企業の活動支援、好循環な競争力を高める活動をしていきます。

ੴాݐઃ株式会社

長野県経営品質賞  チャレンジ賞
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࿈߹௕໺ͱͷ࠙ஊձΛ։͠࠵·ͨ͠
　２月16日、長野市「ホテル国際21」にて、連合長
野（日本労働組合総連合会長野県連合会）と春季生
活闘争申し入れ懇談会を開催しました。
　本会より春日英廣会長、小林、和田両副会長を
はじめ労働問題協議会役員、労働関係委員など10
名、連合長野からは中山千弘会長、副会長、事務
局長ら10名が出席して、中山会長から春日会長へ
の申し入れを受け、次世代を見据えた活発な意見
交換を行いました。
　本会からは、景況感は改善傾向にあるものの、
中小企業への波及は未だ実感がないとの声や業種
間、規模間での格差、内需型・外需型ギャップが
感じられている現状について説明しました。また
サプライチェーンの中で中小･小規模事業者におい
ては平等に分配されるような適正な取引カーブに
なれば格差も是正されるため、大企業出身の連合
の皆さんへ格差是正の取り組みをお願いしました。
	要求基準等に関しては中小企業・小規模事業者の
経営環境等現状について理解を求めました。

શࠃେձใࠂձΛ։͠࠵·ͨ͠
　２月20日、長野市「バスターミナル
会館」にて、全国中央会の髙橋晴樹専
務理事を交えて第６回特別委員会を開
催し、最終的な全国大会報告会を行い
ました。
　春日会長の開会挨拶の後、唐沢特別
委員長を座長として、佐々木専務理事
より全国大会の概要と収支決算報告を
行うとともに、各県中央会の全国大会
参加の際に行った県内周遊の実態調査
から、全国大会開催による県内観光関
連の波及効果も大きく、大会の成功と
ともに大きな成果をあげることができ
たことを説明しました。
　また、例年実施している中小企業の景況把握アンケート調査結果も報告され、県内の内需型・外需型
企業が円安傾向によって明暗を分けている現状が説明されました。
　最後に、髙橋専務理事より「情勢報告～中小企業と組合等を取り巻く諸情勢～」と題し、最近の景気動
向や中小企業対策にかかる主な要望活動について講話をいただきました。
　出席者からは、全国中央会の活動状況を知る機会になったと好評を得ました。
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●税制・金融合同専門委員会を開催
　全国中央会では、１月29日、
税制・金融合同専門委員会を開
催しました。
　同委員会では、冒頭に大村会
長から挨拶があった後、内池金
融専門委員長の開会挨拶及び進
行のもと、第69回中小企業全国
大会での決議要望の結果報告が
行われたほか、中小企業庁菊川財務課長から「平成30年度中小企業・小規模事業者関係税制改正
について」と題して、主な改正事項である次世代経営者への引継ぎを支援する税制措置、固定資
産税の特例の創設、所得拡大促進税制の拡充、中小法人の交際費課税の特例等に関して講話を
いただきました。続いて、中小企業庁小林金融課長から「中小企業金融を巡る状況について」講
話をいただきました。両課長の講話後には、講話をいただいた内容について出席した委員から
質疑応答、意見交換が行われ、最後に平税制専門委員長の閉会挨拶がありました。（本会から井
出康弘理事・事務局長が出席しました。）

● 大村会長、神津日本税理士連合会会長と懇談
　大村会長は、１月29日、日本税理士会館において、
神津日本税理士連合会会長と懇談をしました。
　本会からは大村会長のほか、髙橋専務理事等が出
席し、日本税理士連合会（以下、「日税連」）からは神
津会長、瀬上専務理事等が出席して、事業承継への
取組等について意見交換を行いました。
　神津日税連会長から、事業承継の推進に向けて顧
問税理士に求められる役割、日税連の役割、先進的
な取組事例等についての発言があるとともに、大村
会長からは、中小企業組合等連携組織を起点として、価値ある事業を次世代に引き継ぎ、地域
産業の振興を図っていく等の基本方針を述べました。

●１月の中小企業月次景況調査 （平成30年１月末現在）

　̍月の%*は、̕ࢦඪ中શࢦඪがѱԽ。ओཁ̏ࢦඪ΋େき͘མͪ込Έ、ಛにച্ߴ%*はલ月ൺ
ʵ12�3ポΠントͱԼམ෯がஶしい݁Ռͱなͬた。
　記録的な大寒波と雪害に伴う物流・商流の混乱が全国的に発生し、生鮮品を中心とする価格
の高騰や需給不調も一層拡大しており、消費動向が大きく下押しされていることに加えて、引
き続き雇用難や製造コストの上昇にも拍車が掛かっているため、製造・非製造ともに経営環境
は安定性を欠いている。

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^

小ྛ中小企業ி金༥՝長

ਆ௡会長（ࠨ）ͱେଜ会長（ӈ）

^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^

٠઒中小企業ிࡒ຿՝長
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ϋイΤンυޫֶ੡඼Λ։発ɾ੡造

　かつて世界No.1
を誇った半導体、
液晶などの技術分
野が苦戦する中、
現在も日本が世界
で圧倒的優位を
保っているのが光
学技術です。
　「レンズ技術は勤勉な日本人ならではの細かく
丁寧な仕事が求められる。技術者の経験とカンが
ものをいうだけに、いかに職人技を磨いていくか
にかかっています」とコシナの小林博文社長は話
します。
　同社は長年にわたる高度なレンズ技術を活かし
た、ハイエンド光学製品の開発・製造メーカー。
　プロおよびハイアマチュア向けの高性能デジタ
ルカメラ用最高品質交換レンズでは、「カールツァ
イス」と共同開発する製品の他、世界最古のブラ
ンド「フォクトレンダー」で世界市場に供給。４
K、８Kに対応する高解像度プロジェクター用レ
ンズ、人工衛星や国際宇宙ステーションに搭載さ
れる宇宙観測用など特殊レンズも高い評価を得て
います。
　「映像分野は４K、８Kが始まり、電機メーカー
から高性能レンズへの要望が高く非常に有望な分
野と考えています。ハイエンド向け交換レンズへ
のニーズもますます高くなっており、より高性能
なレンズ開発に取り組んでいます」。
　より高品質なレンズ生産のためには加工工程で
の検査・測定体制の充実が欠かせません。同社は
ものづくり補助金を活用し、非接触形状測定機を
核とした高精度面形状測定システムを構築。今ま
で困難だった加工途中のレンズ形状や、加工治工
具の形状の測定を可能にしました。

ʹΊ͍ͨͯͬ͘࢒内Ͱੜ͖ࠃ

　同社は1959年、社員13人のレンズ加工工場と
して創業しました。高度成長期にレンズを保持す
る金属の加工、レンズユニットの組立へと事業を
拡大。さらにレンズ素材の開発・生産にも着手し、

60年代終わりにはコン
パクトカメラ、一眼レ
フ、８ミリカメラの完
成品までの社内一貫生
産体制を整えました。
70年代に電機メーカー
向けにビデオカメラ用
レンズや監視カメラ用
レンズの供給を開始。
89年には液晶プロジェ
クター光学ユニットの製造をスタートしました。
　しかし円高とバブル経済崩壊などによる環境の
激変を受け、2000年前後から生産体制を大幅に
変更。価格勝負の大量生産から、高性能・高品質・
高付加価値製品に特化した多品種少量生産へと大
きくシフトし、現在に至っています。
　「当社は創業以来人を第一に考え、リストラは
しないし、海外進出もしない。このポリシーを守
るために現在のような体制づくりを行いました。

国内で生き残ってい
くには付加価値の高
いものづくりをして
いくしかありません。
それだけに人材育成
には力を入れていま
す」。小林社長の言葉
に力がこもります。

株式会社ίγφʢத໺ࢢʣ

株式会社コシナ
代　　ද　代ද取క໾　小ྛതจ
૑　　業　1���（ত࿨34）年2月
資 本 金　�
��0ສԁ
本　　社　中野市٢ా10�1
　　　　　5&-�02���22��100　'"9�02���22��13�
事業内༰　 ޫ ֶ঳子、ޫֶਫ਼ີثػ、ө૾・電子ؔ࿈

ൢ・੡଄・ܭಛघϨンζの։発・ઃ、ثػ
ച

高性能デジタルカメラから宇宙観測まで、
世界が評価するハイエンド光学製品を創る。

ツァイスのプレミアムSLRレンズ「Otus」 

測定された形状誤差のカラーマッピング

ショールーム内
レンズの研磨工程の説明

高精度面形状測定システム
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全国トップクラスの蜂蜜産地・信州で89年。
蜂蜜専門店のソフトクリームで若者にアピール。
ઐ໳ళͳΒͰ͸ͷ঎඼ଗ͑Δ

　豊かな自然に恵
まれた信州は、ミ
ツバチを飼って蜂
蜜を採る養蜂家の
数は全国指折り。
ここ数年は生産数
で全国トップの実
績を上げています。
　信州蜂蜜本舗は1928（昭和３）年、深澤光一
氏が養蜂業として松本で創業。65年頃まで松本を
拠点に、北海道から鹿児島まで花を求めて移動し
ながら養蜂を行っていました。その間、業界紙「日
本養蜂新聞」を発行したり、日本初の国産ローヤ
ルゼリーの生産・販売に乗り出すなど、蜂蜜の普
及に尽力。さらに不良品横行への危惧から87年に
（社）全国ローヤルゼリー公正取引協議会を設立し、
初代会長に就任しました。
　現在、同社は養蜂は２割程度に抑え、専門店と
して店舗を構え、アカシア、とちの木、りんご、
そばなどの蜂蜜の他、ローヤルゼリー、プロポリ
ス、蜂の子といった副産物の販売を行っています。
　「国産蜂蜜は中高年層に根強い人気があり、専
門店ならではの商品を求めるお客様が増えていま
す」と話すのは同社３代目、深澤博登常務取締役。
健康に良い蜂蜜の魅力を広くアピールし、来店客
層の拡大を図ろうと日々アイデアを練っています。

ιϑτクリーϜͰ若ऀʹΞϐーϧ

　そのひとつが、ものづく
り補助金を活用した、蜂蜜
専門店ならではのソフトク
リームの販売。店舗が松本
駅前広場と本町通りを結ぶ
公園通りにあり、若者向け
のファッションビルも近く
にあるという立地を活かし
た取り組みです。
　事業化にあたり各地で評
判の店を視察し、共通して
使われていたイタリア製の

製造機械を導入。
さらに原料となる
地元産牛乳と蜂蜜
の最適な配合を研究し、蜂蜜専門店ならではのお
いしさの商品化に成功しました。
　「国産の機械ではまねできない、とてもクリー
ミーでおいしいソフトクリームができます。ソフ
トクリームは子どもから大人まで裾野が広く、蜂
蜜との相性も良い。明らかに若い客層が多くなり、
観光客も含めリピーターも増えています。店内の
商品を見てもらう呼び水にもなっています」。
　同社では2016年、「松本はちみつプロジェクト」
として地元の井上百貨店と共同で屋上養蜂をス
タート。採った蜂蜜を「城町はちみつ」として井
上百貨店で販売し、地元客を中心に贈答用として
好評を博しています。さらに信州松本女鳥羽せっ
けん工房と共同で蜂蜜由来の安全・安心な純石鹸
「城町はちみつ石鹸」を開発。新たな顧客の開拓
に取り組んでいます。

　「いろいろと工
夫し、継続的に集
客できる仕組み
を考えていきた
い」。深澤常務の
アイデアはまだ
まだ広がりそう
です。

株式会社信भ๘ຶຊฮʢদຊࢢʣ

株式会社信州蜂蜜本舗
代　　ද　代ද取క໾　ਂᖒ੓޾
૑　　業　1�2�（ত࿨3）年4月
資 本 金　1
000ສԁ
本　　社　দ本市中央1����
　　　　　5&-�02�3�32�2�0�　'"9�02�3�3����3�
事業内༰　๘࢈඼੡଄ൢച

店内の蜂蜜製品

ソフトクリーム

導入したイタリア製ソフトクリーム製造機械

若者の来店が増える
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　上諏訪温泉は、諏訪湖畔一帯のいたるところから温泉が湧き出
ており、古くから「湯の里」として知られていました。明治38年頃、
湖畔から豊富に湧き出る温泉を利用して青天井の一銭湯を始めた
ことがホテル鷺乃湯のはじまりです。そして明治44年、湖畔周辺
で初の宿泊施設となる「含鐵硫黄温泉さぎのゆ」を創業しました。
当時には珍しい木造４階建ての建物やコンクリートの浴槽は、中
央線の開通による東京方面からの宿泊客や地元住民で大いに賑わ
いました。
　明治から大正にかけては、日本画の大家である池上秀畝やアラ
ラギ派の歌人である島木赤彦が逗留し、作品の制作に励んでいた
ため、制作風景の写真や関連する美術品が多く残されています。

　連綿と歴史を紡いできた同社は、過去の建築物を大切にして
います。時代の変化とともに本館の増改築を行いましたが、現
在の本館を改築する際には、昭和初期の建築の際に使用されて
いた車寄せの天井や玄関の格天井などを移築し、現在でも古き
良き昭和の風情を垣間見ることができます。
　また、同社は諏訪湖畔でも少ない自家源泉を持つ宿でもあり
ます。地下100mから湧出する温泉は、創業当時、屋号にもあ
るように多量の硫黄を含んだ泉質から、空気に触れると白鷺の
ような白色になりました。関東大震災をきっかけに、泉質が変
化し、現在では鉄分とカ
ルシウムの多い泉質によ

り、ウイスキー色に輝いています。泉質は炭酸水素塩泉で、神経
痛やリューマチ、肝臓病などに効果があると言われています。
　伊東克幸代表取締役は、「旅館は日本の畳や料亭などの日本文化
を継承していく存在。時代に合わせて柔軟に対応しながらも、日
本の古き良き伝統を後世に伝えていきたい」と話されました。

1911年（明治44年）　初代伊東勝太郎氏が湖畔周辺では初の宿泊施設
　　　　　　　　　  「含鐵硫黄温泉さぎのゆ」を創業
1952年（昭和27年）　２代目伊東忠蔵氏が有限会社諏訪観光ホテルを設立
1958年（昭和33年）　３代目伊東克郎氏が代表取締役社長に就任
1964年（昭和39年）　国際観光ホテル整備法の登録受理
　　　　　　　　　政府登録国際観光旅館（登旅476号）の指定を受ける
1991年（平成３年）　創立80周年を機に屋号を「ホテル鷺乃湯」に改名
1995年（平成７年）　４代目伊東克幸氏が代表取締役に就任

  主なあゆみ

৴भͷ�ʓʓ೥ۀا
ɹࣾձࡁܦ৘੎ͷมભͷ中に͋ͬてଟ೥にわͨΓࣄ業をܧଓ͠ɺ
஍Ҭࣾձに͠ݙߩて͖ͨ࿝ฮ企業を͝঺հ͠·͢ɻ

有限会社諏訪観光ホテル／
ホテル鷺乃湯ʢਡ๚ࢢʣ

政府登録国際観光旅館（登旅476号）

ୈ��ճ

事 業 内 ༰　ホテル・ཱྀؗ業
૑ 　 業 　 年　1�11年（໌44࣏年）
૑業時の԰߸　ؚ᭿ེԫԹઘ͗͞のゆ
૑業時の事業　ཱྀؗ業

༗ݶձࣾਡ๚ޫ؍ϗςϧ
ਡ๚市؛ބ௨りࡾஸ目2�14

「秀蘆閣」客室の様子

開放感あふれる露天風呂
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̍ɹ͸͡Ίʹ
　�　これまで連載してきたコラムでは、中小企業の創業から安定経
営期の留意事項を経て、次世代への承継である事業承継の細部に
ついて詳細に紹介がなされてきましたが、最終回の今回は、中小
企業の誕生から発展を経由して次世代への承継全体を見渡し、ま
とめとしてこれからの中小企業の姿を考えてみたいと思います。

̎ɹதখۀاͷݱঢ়
　�　資料としては最新ではありませんが、中小企業庁が平成28年４
月に公表した2016年版中小企業白書概要によれば、国内企業のう
ち、中小企業は99.7％を占めていますが、その現状報告において
次の点が注目されます。
　①�　中小企業の経常利益は過去最高水準となり、景況感も改善傾
向にあるが、売上高は伸び悩んでいる。

　②�　中小企業数は緩やかな減少傾向を示している（2009年420万
者であった中小企業は、2014年381万者に減少している。また、
2012年から2014年までの間に開業した中小企業は7.2万者で
あり、同期間に規模を縮小した企業は6.3万者、廃業した企業は
4.8万者であった）。

　③�　中小企業の経常利益の増加要因をみると、ａ売上高の減少、
ｂ変動費の減少、ｃ人件費の減少が主なものである。

　④�　中小企業では、人手不足と設備の老朽化が進んでおり、省力
化・合理化（IT化、海外展開、リスクマネジメント）を通じて
の稼ぐ力を高める必要がある。

　⑤�　金融機関から中小企業への貸出しは、大企業ほど伸びていない。
　⑥�　中小企業の経営者は高齢化してきており、新陳代謝が進んで
いない。

　⑦�　経営者年齢が上がるほど、投資意欲の低下やリスク回避傾向
が高まる。

　�　こうしてみると、中小企業の置かれている現状には、景況感の
改善傾向に隠れて、ある程度の危うさが潜んでいるように思えます。

̏ɹதখۀاͷऩӹྗ্޲ͷಛ௃
　�　ところで、前記中小企業白書概要によれば、収益を上げている
中小企業の特徴として、次のような点が紹介されていることが目
を引きます。
　①�　収益力を上げている中小企業の経営者は、ａビジョンを示し、
ｂ従業員の声を聞きながら、ｃ人材育成を行い、ｄ業務プロセ
スの高度化などを行うことにより生産性の向上につなげている
という共通点がある。

　②�　適度な借り入れのある企業の方が収益力がある。また、金融
機関からの借り入れにあたっては現在の財務内容や資産余力が
評価されている。

　③�　経営者が交代していない企業より、経営者が交代した企業の
方が収益力が高い。

　�　つまり、経営者が理念を示し、金融機関など外部専門家と連携
しながら、現場の意見を聞いて組織的な経営を行い、成長投資と
新陳代謝を進めることが収益を向上させることに繋がっていると
いうのです。
　�　なんだか、これまでのコラムの連載から透けて見えるテーマで
すね。

̐ɹதখۀاͷ՝୊
　�　前述した中小企業の現状や収益力向上の特徴から浮かび上がる
課題としては、細かな点を言えば切りがありませんが、大雑把に
言って、①金融機関と連携しながら設備投資や合理化を図り、企
業の体質（人間で言えば「肉体」になりますでしょうか。）そのも
のを若返らせると同時に、②経営者（人間で言えば「頭脳」にな

りますでしょうか。）も意欲に溢れた若い世代にバトンタッチし、
新陳代謝を良くするということに集約されてきそうです。

̑ɹதখۀاͷମ࣭վળ
　�　もっとも、一言で設備投資や合理化による体質改善といっても
一朝一夕に実現できるものではなく、どのような方面や角度から
手をつけていったら良いのでしょうか。詳細は、既掲載の安定経
営にあたっての留意事項をテーマとしたコラムに譲りますが、こ
こでは、１つのキーワードとして「IT」というワードに注目して
みたいと思います。
　�　IT活用による企業経営の合理化などと言われますが、前記中小
企業白書概要によれば、平成24年度において、納品書、請求書、
領収書等の作成・保管までをパソコンを利用して管理し、後は税
理士等の会計専門家に外注する企業は、16.5％に過ぎません。換
言すれば、自社の経営状況を適切に把握できていない企業が相当
数存在することになります。企業会計１つとっても、ITを活用す
ることで人手不足を補い、一人ひとりの社員の負担を減らし、そ
の上、自社の経営状況を正確に把握できるとすれば、これを活用
しない手はありません。
　�　また、「リスクマネジメント」というワードがあります。企業に
とって何がリスクとなるのかは、細かくみれば千差万別でしょう
が、自然災害の影響を最小限に食い止めるなどというのは大きな
話ですが、例えば、在庫商品の保管場所の賃貸借契約を解除され、
商品の保管に支障を来すことに備え、商品の保管場所を分散させ
ておくなどということは、小さいことですが危機管理の１つと捉
えられなくもありません。
　�　中小企業にとって人手不足が切実な問題となっている昨今、限
られたマンパワーを最大限に活かすためにも企業体質を改善して
いくことは必要でしょう。

̒ɹվΊͯೝࣝ͢Δۀࣄঝܧରࡦͷඞཁੑ
　�　これまで本コラムをお読みいただきました読者の皆様には、今
更、釈迦に説法かもしれませんが、中小企業にとって事業承継対
策がなぜ重要であり、必要なのでしょうか。
　�　そもそも、大企業の場合、事業承継などという話は聞いたこと
がなく、せいぜい経営者の交代が話題になる程度です。事業承継
というテーマ自体が、中小企業にしかないのです。
　�　中小企業は、例えば、創業者が一代で起業し発展させても、引
退を考える時期になって承継できなければ企業閉鎖してお終いに
なってしまいます。創業者はそれで満足を得られるかもしれませ
んが、社員やその家族は生活の糧を失い困窮し、取引先は必要な
供給を絶たれて経営に打撃を受けるかもしれません。また、中小
企業には優れた技術やノウハウをもっている会社も少なくなく、
これらが消失することは国家経済的にみた場合、大きな損失にな
ります。
　�　つまり、一中小企業の存亡は、その企業（さらには創業者）だ
けの問題ではないのであり、多数の利害関係者、ひいては大げさ
ではなく国家経済に影響を及ぼす問題であることを自覚される必
要があるのであり、だからこそフレッシュな頭脳を投入して企業
の存続を図る事業承継対策が必要となると思料されます。
　�　そして、事業承継に対する経営者のモチベーションは、社員へ
も伝染し、一丸となってこれからも続く良い会社にしようと前進
するか、どうせ一代でお終いなのだから適当でいいやと後ろ向き
になるかの方向性に重大な影響を及ぼすことが看過されてはなり
ません。
　�　これまでの事業承継のコラムで詳細は紹介されておりますが、
経営権と財産権の把握に注意し、負の資産を処理し、事業価値を
維持する視点から事業承継を進めれば、それを機会に骨太の会社
を形成することも十分可能であり、むしろチャンスとさえいえる
かもしれません。

̓ɹ͓ΘΓʹ
　�　我が国の中小企業は、国家経済の根底を支えているといっても
過言ではありませんが、起業し、成長させ、次世代に承継させて
いくことは、決して簡単とは言い切れません。それは、偏に、経
営者の努力だけで達成できるものではなく、中小企業を支える外
部専門家としての金融機関、弁護士、税理士等と連携して実現し
ていく時代に入ってきているのではないでしょうか。是非ともこ
れらを活用する思考をもっていただきたいと思います。
　�　そして、硬直した後ろ向きの経営から柔軟かつ大胆な前向き経
営に転換することで、企業の足腰を強くし、将来にわたって存続
企業基盤を形成していただきたいと思います。
　�　末筆になりましたが、本コラムの連載が読者の皆様の知識の補
充や企業経営の一助となることを願ってやみません。

１ 年 間 の ま と め

弁護士　中村　威彦

ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩ห࢜ޢの࿩
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　職業生活において、女性の個性と能力が十分に発揮できる社会を実現するため、国、地方公共団体、民間事業主（一
般事業主）それぞれの女性の活躍推進に関する責務等を定めた「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」
（女性活躍推進法）が、平成28年４月１日から全面施行されています。

　この法律では、雇用している、又は雇用しようとする女性労働者に対する活躍の推進に関する取組を実施するよ
う努めることとされています。

具体的には、
●常時雇用する労働者（※）の数が301人以上の事業主に対しては、
　①自社の女性の活躍に関する状況把握、課題分析
　②�状況把握、課題分析を踏まえ、(a)計画期間、(b)数値目標、(ｃ)取組内容、(d)取組の実施期間を盛り込んだ行
動計画の策定、策定・変更した行動計画の非正社員を含めた全ての労働者への周知及び外部への公表

　③行動計画を策定した旨の都道府県労働局への届出
　④女性の活躍に関する情報の公表
　が義務づけられています。

●�常時雇用する労働者が300人以下の事業主については、上記①～④が努力義務とされていますが、規模にかかわ
らず、個々の事業主の課題に応じて積極的に取り組みましょう。

（※）正社員だけでなくパート、契約社員、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の要件に該当する労働者も含む。
　　①期間の定めなく雇用されている者
　　②�一定の期間を定めて雇用されている者であって、過去１年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れの時から１年以上引

き続き雇用されると見込まれる者

●�行動計画の策定、策定した旨の届出を行った事業主のうち、女性の活躍推進に関する状況等が優良な事業主は、
౎ಓ෎ݝ࿑ಇہ΁ͷਃ੥にΑΓ、厚生労働大臣の認定を受けることができます。

●�認定を受けた事業主は、厚生労働大臣が定める認定マーク（愛称：えるぼし）を商品や広告などに付すことができ、
女性活躍推進事業主であることをPRすることができ、優秀な人材の確保や企業イメージの向上等につながること
が期待できます。

・��各府省庁等が総合評価落札方式又は企画競争による調達によって公共調達を実施する場合は、「女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する法律」に基づく認定企業などを加点評価するよう定められています(女性の活躍推進に
向けた公共調達及び補助金の活用に関する取組指針)。
・��これを踏まえ、各府省庁は、公共調達において、ワークライフバランス等を推進する企業を積極的に評価し、こ
れらの企業の受注機会の増大を図る観点から、えるぼし認定企業などのワークライフバランス推進企業を評価す
る項目を設定することとしています。

※�詳細は、下記の厚生労働省ホームページ（女性活躍推進法特集ページ）のύϯϑレοトʮঁੑͷ৬業ੜ׆に͓
͚Δ׆༂ͷਪਐにؔ͢Δ๏཯にͮ͘جҰൠࣄ業ओߦಈܭըをࡦఆ͠·͠ΐ͏��ʯをご参照ください。

ʮঁੑͷ৬ۀੜ׆ʹ͓͚Δ׆༂ͷਪਐʹؔ͢Δ๏཯ʯʹ
ೝఆΛऔಘ͠·͠ΐ͏ʂͮ͘ج

�Ұൠࣄ業ओߦಈܭըͷࡦఆͳͲ

�ೝఆと͸

ௐୡにΑΔ༏۰ાஔڞެ�

ʼʼ͓໰͍߹Θͤ͸ɾɾɾ௕໺࿑ಇہɹڥ؀༺ޏɾۉ౳ࣨɹ
ὸ026ʵ22�ʵ012�ɹ

・商品
・求人広告、求人票
・名刺
・印刷された広告、テレビ広告　など

○認定基準の考え方や詳細については、
　厚生労働省ホームページ（女性活躍推進法特集ページ）
ɹIUUQ���XXX�NIMX�HP�KQ�TUG�TFJTBLVOJUTVJUF�
ɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹɹCVOZB������������IUNM

例
Ｑ＆Ａもご確認ください。
なお、認定申請書や認定申請関係書類も当ページからダウンロードができます。

で検索！ঁੑ׆༂ਪਐ๏ಛूϖーδ
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メルマガ登録から健康づくりを始めよう♪ 

毎月 10日に健康情報配信中！ 

登録はこちらから→→→ 
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◎理　事　会

◎通常総代会

※理事・総代の皆様には予め日程調整をお願いいたします。詳細につきましては後日ご案内いたします。

. 0 / 5 ) - :  3 & 1 0 3 5

知恵と力を合わせて信州を元気に

ୈ496号　平成30年３݄10日ൃ行
ಡྉ年ؒߪ 3
000 ԁ（ফඅ੫ɾૹྉࠐΈ）
発行人　佐々木正孝

発行所　長野県中小企業団体中央会
　　　　長໺ࢢ中ޚॴԬాொ 131�10
　　　　長໺ݝ中小企業会館内４F
　　　　5&L�026�228�1171
印刷所　カシヨ株式会社

月
刊中小企業レポート

����

�
/P����

☆働きやすい職場環境づくり
を果「ͷࣾձత੹೚（ＣＳＲ）ۀا」　
たすとともに「あらゆる差別の撤廃と
ਓڭݖҭͷਪਐ」に邁進しましょう。

地球に優しい企業人の皆様へ
ʠ�͋ ͳͨʹ΋Ͱ͖Δɻ
　��ϥΠϑελΠϧͷݟ௚͠Ͱɺ
　　　̍ਓ̍೔̍LHͷ$0� ʡݮ࡟

　ターゲットの企業に対して、実際に取引のある企業になりすました電子メールを送信し、取引代金名
目に海外口座へ現金を振り込ませたり、自社の幹部や本社の幹部等になりすまして、買収資金の送金等
の名目で海外口座へ現金を振り込ませたりする、いわゆる「ビジネスメール詐欺」による被害が相次い
でいます。
　不正アクセス対策を徹底し、組織内外で情報共有するなどの被害防止対策を講じましょう。

お問い合わせ   長野県警察本部  生活安全部  生活環境課  サイバー犯罪対策室  TEL.026-233-0110

ビジネスメール詐欺にご注意ください！

平成30年度  長野県中小企業団体中央会
理事会・通常総代会開催のお知らせ

日時  平成30年４月24日（火）12時30分　 場所  長野市「ホテル信濃路」

日時  平成30年５月22日（火）14時00分　 場所  長野市「ホテルメトロポリタン長野」
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